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令和４年５月２６日策定 

 

 

令和４年度 府中市新型コロナウイルス感染症対応方針 

 

 

 新型コロナウイルス感染症については、令和２年１月１５日に最初の感染者が

確認されてからいまだに収束せず、市民生活や経済活動への重大な影響が続いて

います。特にオミクロン株の発生により、令和４年１月以降、新規陽性者数が急

速に増加し、令和４年度に入っても日々の陽性者数は高い水準で推移しています。 

 これらの状況を踏まえ、国は、医療提供体制の強化やワクチン接種の促進、治

療薬の確保を進めており、感染症の脅威を社会全体として引き下げながら、雇用・

生活・暮らしを守る支援策を着実に実施しています。 

 本市においても、国や東京都の動向を踏まえつつ、令和４年度当初において、

必要な対策のための予算措置を講じてきましたが、状況の変化に応じ、既存の取

組のほかに追加の対応を行う必要があります。これらの取組のための基本的な考

え方として、今年度の対応方針を次のとおり定め、国や東京都の交付金等の活用

も含めた必要な予算措置を講じた上で、これに基づく多様な施策を展開していき

ます。 

 

 

１ 生活支援対策 

 (1) 国が主導する給付金等の支給 

  ・ 低所得の子育て世帯に対し、児童１人につき一律５万円を支給する子育

て世帯生活支援特別給付金について、迅速な対応を行います。 

  ・ 令和４年度から新たに住民税が非課税となった世帯等に対し、一律１０

万円を支給する臨時特別給付金について、迅速な対応を行います。 

 (2) 家庭における負担の増加等を踏まえた子育て世帯への支援 

  ・ 新型コロナウイルス感染症の影響により、認可保育所や学童クラブ等を

休園する場合や、市が登園自粛を要請する場合に、保育料を減額するなど、

利用者負担の軽減を図ります。また、認証保育所等についても、同様の取

扱いが可能となるよう、運営事業者に対する支援を行います。 

 (3) 収入減少等により就学が困難となった者等に対する支援 

  ・ 家計が急変し、経済的に困窮している世帯等に対して、基準を緩和する

ことで、給食費や学用品費等の負担への支援を行います。 

  ・ 就労状況等により奨学資金の償還金の支払いが困難となった場合に、償

還の猶予を行います。 
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 (4) 生活に困窮する者等に対するセーフティネットの強化 

  ・ 休業や失業により生活が困窮する世帯等に対して、社会福祉協議会にお

いて生活資金の貸付けを行います。また、この貸付けが終了した世帯等の

うち要件を満たすものに対し、自立支援金を支給します。 

  ・ 就労能力や就労意欲のある者が離職、廃業等により住居を失うおそれが

ある場合等に、住居確保給付金を支給します。 

  ・ 国民健康保険の加入者で、新型コロナウイルス感染症に感染した被用者

等に対して、傷病手当金を支給します。 

 (5) 市税等の納付が困難な者等への税制面における支援 

  ・ 市税や国民健康保険税、介護保険料等について、減免や支払猶予等を行

います。 

  ・ 市営住宅家賃や下水道料金について、支払猶予を行います。 

  ・ 介護保険サービスの利用に係る自己負担分について、減免を行います。 

 (6) 支援ニーズの高い子ども等を見守り、必要な支援につなげる取組の強化 

  ・ 外出自粛等により子どもが見守られる機会が減少している状況を受け、

見守りが必要な子どもの居宅等を訪問し、その状況を把握することで、必

要な支援につなげる取組を行います。 

 

２ 経済支援対策 

 (1) 新型コロナウイルス感染症の影響により厳しい経営状況にある小規模事業

者等の事業活動の継続に向けた支援 

  ・ 日本政策金融公庫が実施する経営改善資金融資（マル経）の利子分につ

いて補助を行い、実質無利子化を図ります。 

  ・ 持続的な経営に向けた経営計画に基づく、小規模事業者等の販路開拓や

業務効率化等の取組を支援するため、費用の一部を補助します。 

 (2) 空き店舗等を活用した新規開業支援 

  ・ 空き店舗等を借りて、新しく開業や営業をする事業者に対して、家賃の

一部を補助します。 

 (3) 市内の消費を喚起し、地域経済の回復を図るための支援 

  ・ 市民を対象に、市内の店舗で利用可能なプレミアム付き商品券を発行し

ます。 

 

３ 新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策 

 (1) 円滑なワクチン接種対応 

  ・ 国の要請を踏まえ、希望する全ての方に対する新型コロナウイルスワク

チンの追加接種の機会を提供していくとともに、小児接種についても着実

に進めます。 
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 (2) 感染防止意識の向上 

  ・ 市民一人ひとりの感染防止意識を向上・維持していくため、必要な情報

提供を行います。特に、高齢者や障害者、外国人等への情報提供について

は、受け手に応じた伝え方の配慮に努めます。 

 (3) 感染した方や感染のおそれがある方への支援 

  ・ 市内でＰＣＲ検査を行う医療機関を紹介する東京都の問合せ窓口を案内

するほか、東京都がドラッグストア等との協力により実施している無料の

ＰＣＲ検査会場について譲歩提供を行います。 

  ・ 感染症に感染した方のうち、自宅療養をしている方に対し、東京都のフ

ォローアップセンターから物資が届くまでの間に必要となる食料品等を配

送します。 

  ・ 重度心身障害者等の介護者が感染したことなどにより介護ができなくな

った場合に、ヘルパーの派遣を行います。 

 (4) 感染状況に応じた適切な行政サービスの提供 

  ・ 施設運営、イベント開催などの行政サービスの提供については、国や東

京都が示す基準を参考に感染拡大防止に十分配慮し、また、ウィズコロナ・

ポストコロナを意識しながら適切に実施していきます。 

  ・ 市職員の勤務体制については、新型コロナウイルス感染症の流行や緊急

事態宣言、まん延防止等重点措置の発出などの状況の変化に応じ、接触機

会の低減を図るための時差勤務の積極的な活用など、適切な対応を継続し

ます。 

 (5) 市民生活の基盤を支える事業者の感染症対策への支援 

  ・ 障害福祉サービス事業所や介護保険サービス事業所等で新型コロナウイ

ルス感染症が発生した場合に、施設内における感染拡大を防止するため、

行政検査の対象外となる利用者や職員が行うＰＣＲ検査等の経費を補助し

ます。 

 (6) 災害発生時の感染防止対策 

  ・ 災害発生時に開設する避難所における感染拡大を防止するため、必要な

備蓄品の準備を進めるほか、避難所の増設や避難スペースの拡充を図りま

す。 

 

４ 小・中学校における学習支援対策 

 (1) 感染状況に対応した学びの保障 

  ・ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大が１つの契機となり、児童・生徒

１人１台端末や校内高速通信ネットワーク等の整備が実現したことから、

これらを有効活用した取組を継続します。 

  ・ 令和３年度に林間学校の宿泊数が減った新中学１年生について、代替行

事として１泊２日の移動教室を実施します。 
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５ 相談機能・情報発信の強化 

 (1) 様々な問題に適応する相談機能と情報発信 

  ・ 新型コロナウイルス感染症の拡大防止に伴う外出自粛や働き方の変化、

事業活動の自粛などにより生じる様々な問題に対し、きめ細かな相談対応

に努めます。 

  ・ 対応方針に基づき、市が実施する取組について、多様な媒体を活用して

情報を発信するほか、緊急時において市民生活に必要な情報を、市民の立

場に立って提供していきます。 


